
体組成計リース業務仕様書 

 

体組成計リース業務に伴う仕様書は下記のとおりとする。 

 

１．リース期間  

令和８年１２月１日から令和１３年１１月３０日までの６０か月（長期継続契約） 

 

２．設置場所 

   南城市役所 

 

３．品名  

   InBody380N 

 

４．台数 

   １台 

 

５．仕様・規格 

 ５―１ 体成分分析装置 

  ５―１―１ 測定対象：身長１１０～２２０ｃｍ、年齢６歳以上 

  ５―１―２ 分類：健康管理機 

  ５－１－３ 測定時間：３０秒 

  ５－１－４ 装置重量：１６ｋｇ 

  ５－１－５ 体重測定：ひょう量３００ｋｇ、目量０.１ｋｇ、 

着衣量０.０～５.０ｋｇ（０．１ｋｇ単位） 

 ５－２ データ管理ソフト 

  ５－２－１ 体成分分析装置で計測したデータを管理するソフトウェア 

 

６．リース期間満了後の措置 

   リース期間満了後、InBody380N は賃借人に無償で譲渡するものとする。 

 

７．調達物品に備えるべき技術的要件 

 ７－１ 体成分分析装置 

  ７－１－１ 測定方法は３種類（５ｋＨｚ・５０ｋＨｚ・２５０ｋＨｚ）の周波数で５つ 

の部位（右腕・左腕・体幹・右脚・左脚）のインピーダンスを測定している 

こと。 

  ７－１－２ 電極方式は８点接触型電極法を採用していること。 

  ７－１－３ 体成分の算出に統計補正（人種・性別・年齢・体型）を排除していること。 



  ７－１－４ 測定項目は全身及び部位別の情報として筋肉量・体脂肪量を、全身のみの情 

報として体重・ＢＭＩ・体脂肪率・除脂肪量・体水分量・タンパク質量・ミ 

ネラル量・骨ミネラル量・骨格筋量・基礎代謝量・除脂肪指数（ＦＦＭＩ）・ 

体脂肪指数（ＦＭＩ）・骨格筋指数（ＳＭＩ）・適正体重・筋肉調節・脂肪調 

節・体重調節・その他研究項目を表示可能であること。 

  ７－１－５ 測定姿勢は立位で体成分測定が可能であること。 

  ７－１－６ 電撃に対する保護の形式はクラスⅠ機器であること。 

  ７－１－７ ディスプレイは４８０×８００ ７inch カラーTFT LCD を有し、進捗状況や 

測定結果の表示が可能であること。 

  ７－１－８ 入力ボタン及びタッチパネルにて入力が可能であること。 

  ７－１－９ プリンターを直接接続して測定結果用紙が印刷できること。 

  ７－１－１０ 測定結果の保存は 100,000 件まで可能であること。 

  ７－１－１１ ＵＳＢメモリーへデータのＣＳＶ出力可能であること。 

  ７－１－１２ 入力情報と主な測定結果を二次元コードとして出力可能であること。 

  ７－１－１３ ５０ｋＨｚの全身位相角が測定可能であること。 

  ７－１－１４ 音声ガイダンスによる測定が可能であること。 

  ７－１－１５ バーコードリーダーで測定者情報を登録可能であること。 

  ７－１－１６ 体重測定と体成分測定を同時に行い、測定フローが短縮可能であること。 

７－２ プリンター 

７－２－１ 本体に接続し、Ａ４規格の用紙に印刷が可能であること。 

  ７－２－２ 専用結果用紙が１，０００枚付属していること。 

７－３ サーマルプリンター 

  ７－３－１ 測定結果をロール紙にて印刷可能であること。 

  ７－３－２ 体成分分析装置に取り付け可能であること。 

７－４ 携帯用バッグ 

  ７－４－１ 体成分分析装置を適切に収納し、持ち運び可能であること。 

７－５ 長期保証パック 

  ７－５－１ 体成分分析装置故障時の修理対応を５年間無償にて受けられること。 

（本市の過失による故障は対象外となる） 

  ７－５－２ 本体故障時は代替機の優先対応が受けられること。 

 

８．支払方法 

   １か月ごとの後払いとする。 

 

 

９．入札金額 

   ６０か月分のリース料率で算定し、１か月分の借上金額を入札金額（消費税抜き）とし 



て記入すること。 

※入札書の記入金額は、月額料金（消費税抜き）を記入すること。 

 

１０．その他事項 

   当入札にかかる契約について、貴社にてリース業務を行っている場合は、リース会社と 

の契約となる。 

また、次の特約事項を契約書中で定めなければならない。 

（特約事項） 

第〇条 この契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３の規定に

よる長期継続契約であるため、この契約の締結の日の属する年度の翌年度以降におい

て、当該契約に係る甲の歳出予算において減額又は削除があった場合、甲は、この契約

を変更し、又は解除することができる。 

２ 前項の規定によりこの契約が変更し、又は解除された場合において、乙に損害が生 

じたときは、甲は乙に対して損害賠償の責めを負う。この場合における賠償額は、甲乙 

協議して定めるものとする。 

（特約事項中、甲は南城市、乙は南城市と契約を締結する者を示す。） 

 

１１．その他必要要件 

 １１－１ 障害支援体制 

  １１－１－１ 本機器に障害が発生した場合、復旧のため現地での迅速な対応が可能であ

ること。 

  １１－１－２ 修理、メンテナンスは国内での対応が可能であること。 

 １１－２ 設置条件 

  １１－２－１ 移動させるのに必要な搬入、配線、調整を行うこと。 

  １１－２－２ 所定の位置に無理なく設置できること。尚、設置に関わる費用は落札業者 

で負うこと。 

 １１－３ その他 

  １１－３－１ 日本語の操作マニュアルを提供すること。 

  １１－３－２ 装置の管理者、運用者に技術指導を行うこと。 

  １１－３－３ この仕様書に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、別途協議するもの

とする。 


